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1

こども・ 子育て

基本目標： 安心して子育てができ こどもが健やかに育つまちづく り

目指すゴール（ KGI）

こども を産み育てる親が、 立科町で出産・ 育児・ 子育てをして良かったと 思える環境づく りを進

めます。

環境づく りと 支援の充実を図ることで、 保護者が安心してこどもを育て、 こども が健やかに育つ

まちづく りを目指します。

全体目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

「 子育て支援の充実」 に対する納得度（ 総合計画に係る住民意識調査） 5 7 .6 ％ 60 .6％

「 相談できる人、 場所がある人」 の割合（ 保護者）
（ 子ども 子育て支援計画ニーズ調査）

就学前 9 4 .5 ％ 97 .0％

就学児 9 2 .5 ％ 94 .0％
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

1 -1 　 妊娠・ 出産・ 子育てに応じ た切れ目のない支援

［ 現状と 課題］

子育てを取り巻く 環境が大きく 変化する中で、 こどもと 保護者が健康で安心して生活ができるよ

う に、 妊娠から 出産・ 育児に対する切れ目のないきめ細やかな支援が必要とさ れています。

［ 力を入れて取組むこと ］

母子保健や児童福祉、 子育て支援が連携して、 子育てに関する相談や情報提供などに一体的に

取り 組み、 切れ目のない支援体制を強化します。

重点目標 実績値
令和5 年度

目標値
令和1 1 年度

乳幼児健診受診率（ 4・ 5 ヶ 月児、 1 0・ 11 ヶ 月児、 1 歳半児、 3 歳児健診）
（ 地域保健健康増進事業報告（ 乳幼児健診））

97 .3％ 10 0％

保育園と 小学校の連携事業及び相談等の実施数 2 8回 80 回

1 -2 　 出産・ 子育てに関し て家庭における負担の軽減

［ 現状と 課題］

子育てに関する家庭の負担を軽減し 、 子育てへの不安や孤立感を抱える保護者への支援と 合わ

せて、 地域全体で子育てを支える環境づく り が必要とさ れています。

［ 力を入れて取組むこと ］

子育て家庭の実情を踏まえた様々な負担の軽減や子育て家庭支援サービスの充実に取り組みま

す。

重点目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

子育て世帯訪問支援事業延べ利用件数（ 新規事業） 0 件 5 0件

1 -3 　 誰も が必要な保育サービスを受けら れる

［ 現状と 課題］

核家族化に加えて、 共働き世帯が増加しており、 平日や長期休暇の際の保育の必要性が増して

います。 また、 保育サービスを提供するために必要な人材不足も 課題になっています。

［ 力を入れて取組むこと ］

少子化の中で0 ～ 2 歳児の利用率が高まる等の傾向を踏まえて、 必要な保育サービス量を見込

み、 人材確保も 含めた環境整備を講じることで、 質の高い保育サービスを提供します。

重点目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

保育園入所希望の待機者数 0 人 0 人
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関連する施策

施策 主要施策 主管課

11

妊娠・ 出産・
育児・ 子育ての
切れ目のない
支援

11 1
妊娠・ 出産・ 育児に
対する支援体制の
充実

○母子保健の充実
○子育て相談・ 支援情報の充実
○ 赤ちゃん相談等保護者同士の交流の場の

提供
○妊娠・ 出産にかかる経済的支援

町民課

11 2 子育て環境の充実

〇子育て家庭への支援
○ 世代間交流や様々な体験を通じ た児童の

健全育成
〇児童館の環境整備と サービスの充実
〇保育園と 小学校の連携強化

こ ども 教育課

12
幼児期の保育・
教育の充実

12 1
幼児期の保育の
充実

〇保育園の環境整備と サービスの提供
〇保育士不足への対応強化

こ ども 教育課

12 2
幼児期の教育の
充実

○基本的生活習慣の定着の支援
○非認知能力・ 知的発達の向上の支援

こ ども 教育課

13

様々な悩みや
問題をかかえる
こ ども ・ 家庭への
支援

13 1
健やかな成長と
発達への支援

○こ ども の発達に関する切れ目のない支援
○個別の事情に配慮し た支援

町民課
こ ども 教育課

関連する個別計画

・ 立科町子ども ・ 子育て支援事業計画

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

妊娠・ 出産・ 育児に対する支援体制の充実
各種手続きのオンラ イ ン化
リ モート 相談・ SN S相談
一人ひと り への情報発信

子育て環境の充実 児童館来館下館管理システムの導入

幼児期の保育の充実 保育園入所申請等、 各種申請の手続き

健やかな成長と 発達への支援
各種手続きのオンラ イ ン化
リ モート 相談・ SN S相談
一人ひと り への情報発信
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2

教育・ 文化・ 人権

基本目標： 生涯にわたって学び成長できるまちづく り

目指すゴール（ KGI）

変化が急激で先を見通すこと が難し い時代に対応するため、個性や能力を伸ばす教育を行うとと

もに、 時代に即した学校運営を推進します。 また、 全世代を対象に、 町民の心のよりどころになる

歴史文化財を保全しながら 、 社会教育に活用します。

全体目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

「 学校へ行く のが楽し い」 と 答える児童・ 生徒（ 小学6 年、 中学3 年）
（ 全校学力・ 学習状況調査（ 率））

小6 41 .9 % 45 .0 %

中3 42 .5 % 47 .0 %

「 自分には良いと こ ろ がある」 と 答える児童・ 生徒（ 小学6年、 中学3 年）
（ 全校学力・ 学習状況調査（ 率））

小6 37 .2 % 40 .0 %

中3 45 .0 % 46 .0 %

「 生涯学習」 に対する納得度　（ 総合計画に係る住民意識調査） 53 .9 % 56 .9 %
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

2 -1 　 こども の知・ 徳・ 体を育む立科教育の推進

［ 現状と 課題］

社会環境が変化し 、 知識・ スキルに偏重した教育ではなく 、 新しい価値を創造する資質が求めら

れています。 学校にも 、 きめ細かな対応が求められています。

［ 力を入れて取組むこと ］

30 人規模学級を維持し 、 個々の児童・ 生徒に丁寧に向き合う 質の高い教育を目指します。 また、

ICT・ 探求・ 英語などの現代社会の要請に対応した学習活動を推進します。

重点目標 実績値
令和5年度

目標値
令和1 1 年度

学習の中でPC・ タ ブレッ ト などのICT機器を使う のは勉強の役に立つと
いう 児童・ 生徒の割合（ 小学6 年、中学3年） 全校学力・ 学習状況調査（ 率）

小6 62 .8 % 6 5 .0 %

中3 37 .5 % 5 0 .0 %

総合的な学習の時間に自ら 課題を立てて学習活動に取組む児童・ 生徒の
割合（ 小学6年、 中学3年） 全校学力・ 学習状況調査（ 率）

小6 20 .9 % 3 0 .0 %

中3 30 .0 % 3 5 .0 %

2 -2 　 時代変化に対応し た学校運営の推進

［ 現状と 課題］

少子化により 、 児童・ 生徒数の減少が続いていますが、 規模が縮小しても 、 児童生徒が個別に

最適な学びや体験の機会が得られる学校運営に対する支援が求められます。

［ 力を入れて取組むこと ］

少子化に対応するため、 保育園・ 小・ 中・ 高・ 教育委員会の連携により時代の変化に応じた教育

のあり 方についての検討します。 また、 地域高校である「 蓼科高等学校」 の存続は、 地域活性化

のためにも 不可欠であり、 学校存続に向けた支援を行っていきます。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

コ ミ ュ ニティ スク ールプログラ ムの実施数 10 回 12 回

小・ 中学校の町費教職員の配置人数 12 人 14人

ポプラ アカ デミ ー（ 蓼科高等学校育成会が設置し た学習塾） の参加者数 31 人 35人

2 -3 　 歴史文化遺産の活用

［ 現状と 課題］

当町には、 江戸五街道である中山道、 多く の遺産が発掘さ れた古東山道等に関連する様々な歴

史・ 文化財があります。 こうした歴史的資産を社会教育に活用していく こと が必要です。

［ 力を入れて取組むこと ］

当町の歴史文化遺産に、 幅広い年代の町民が親し み、 学べるよう 、 学校教育・ 生涯学習等で歴

史文化に触れる機会として、 郷土の歴史の価値を再認識できる事業を推進します。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

町の歴史文化を活用し た生涯学習の講座数（ 学校の学習等で活用し た数を含む） 4回 5回
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関連する施策

施策 主要施策 主管課

2 1
学校・ 家庭・ 地域
でのこ ども の
教育の推進

2 11
こ ども の健康な
から だづく り

○「 食育」「 地産地消」 の推進
○こ ども の身体づく り の推進

こ ども 教育課

2 12 立科教育の推進

〇30 人規模学級制度の継続
〇ICTの教育活用の推進
〇 保小中・ 蓼科高校・ 教育委員会の連携の

促進
○児童・ 生徒の学力向上
○ 家庭・ 学校・ 地域等あら ゆる関係機関と

ネッ ト ワーク の構築
○ 郷土学習、 キャ リ ア教育、 異文化・ 異年

齢の多様な交流事業等の推進

こ ども 教育課

2 13
一人ひと り の状況や
困難に対応し た教育
の推進

○特別支援教育の推進
○ いじ めや不登校など支援を必要と する児

童・ 生徒に対応できる環境の整備

こ ども 教育課
町民課

2 14
教育環境の整備・
充実

〇教育施設の整備・ 充実
〇将来の学校のあり 方の研究

こ ども 教育課

2 15
地域力の発揮に
よる青少年の育成

○青少年健全育成 社会教育課

2 2
社会教育・ 社会
体育・ 文化活動
への支援

2 21
生涯学習活動の
活性化

○図書サービスの充実
○町民ニーズに対応し た講座・ 教室の開催
○分館単位の生涯学習活動の支援
○指導者の人材育成と 登録制度の活用
○社会教育施設の整備と 維持管理

社会教育課

2 22 スポーツ活動の充実

〇運動・ スポーツ活動の促進
〇小・ 中学校と の連携よる体育施設の開放
〇 権現山運動公園などの社会体育施設の環

境整備と 利用促進

社会教育課

2 23
文化・ 芸術活動の
支援

○ 人材の掘り 起こ し と 育成、 地域の文化・
芸術活動の支援

○ 文化・ 芸術活動のための環境・ 施設の整
備

社会教育課

2 24
郷土の歴史の学習と
活用

○ 地域の郷土・ 偉人についての講座等の充
実

○ 生涯学習・ 小・ 中学校と 連携し た郷土芸
能の保存と 伝承

○ ふるさ と 交流館「 芦田宿」 での歴史的な
資料等の展示と 町の情報発信

〇 文化財・ 歴史的資料の保存と 社会教育等
への活用

社会教育課
企画課

2 3
人権と 交流の
まちづく り の推進

2 31
男女共同参画の
基盤の形成

○ 施策・ 方針決定過程への女性の参画の拡
大

○ 男女共同参画の視点に立っ た社会制度・
慣行の見直し 、 意識改革の推進

○男女の仕事と 生活の調和について啓発

社会教育課

2 32
誰も が安心し て
暮ら せる地域と
支援体制の構築

○人権教育の充実と 広報
○安心し て暮ら せる環境の整備
○ あら ゆる暴力の根絶にむけた啓発と 相談

体制の構築

社会教育課
町民課

2 33 国際交流の推進
○オレゴン市と の各種交流の実施
○ 多文化共生社会に対応でき る、 グローバ

ルな視点を持っ た人材の育成
社会教育課
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関連する個別計画

・ 長野県天然記念物　 笠取峠マツ並木保存管理計画
・ 立科町部落撤廃と あら ゆる差別をなく すこ と をめざす総合計画
・ 立科町男女共同参画長期プラ ン

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

立科教育の推進
児童生徒一人一台端末の整備により 遠隔・ オンラ イ ン教育の推進
学習者用デジタ ル教科書の普及促進
全国学力・ 学習状況調査等のCBTの活用推進

一人ひと り の状況や困難に対応し た教育の
推進

リ モート 相談・ SN S相談

教育環境の整備・ 充実
児童生徒一人一台端末と 高速大容量の通信ネッ ト ワーク と の一体的な
整備の促進

生涯学習活動の活性化
図書セルフ 貸出機
社会教育施設のオンラ イ ン予約

スポーツ活動の充実 社会体育施設のオンラ イ ン予約
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3

基本目標： 誰もが健康で生きがいを感じて暮らせるまちづく り

目指すゴール（ KGI）

健康で生きがいを感じて暮らすことは、 町民共通の願いです。 町民誰も ができるだけ長い期間、

心身が健康な状態で、 希望をもって暮らすこと ができるよう 、 健康増進、 介護予防、 生きがいづく

り等を支援します。 また、 様々な困難をかかえても 、 行政や町民によるセーフティ ネット によって取

り残さ れること のない環境を地域につく ることを支援します。

全体目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

「 高齢者福祉の推進」 に対する町民の納得度
（ 総合計画に係る住民意識調査）

61 .2 % 64 .2 %

元気な高齢者の割合（ 要介護認定を受けていない高齢者の割合）
（ 介護保険事業状況報告）

85 .1 % 87 .0 %

健康・ 福
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

3 -1 　 全世代における健康づく り の推進

［ 現状と 課題］

食生活・ 運動習慣・ 生きがいを感じているかなどが疾病の罹患や健康寿命に影響を与えています。

ライフステージごとに自らの健康課題を把握し、健康づく りに取組める環境を整えることが必要です。

［ 力を入れて取組むこと ］

生活習慣病や疾病のリスクが高まる中高年の健診・ 保健指導の受診率を高め、 早期対策につな

げます。 また、かかりつけ医を持つことによる継続的な健康管理を促進します。 医療介護体制は広

域連携を中心に確保します。

重点目標 実績値
令和5年度

目標値
令和1 1 年度

特定健診受診率・ 特定保健指導実施率（ 国保加入者のみ）
（ 法定報告（ 確定値： 翌々年5 月））

49 .3％（ R4）
75 .7％（ R4）

6 0%
8 0%

健康教室の開催数及び参加延べ人数（ 地域保健・ 健康増進事業報告） 1 7回/2 16人 20 回/36 0人

3 -2 　 介護予防と 生きがいづく り の促進

［ 現状と 課題］

高齢によって活動量が低下しても 、 状態を維持できるよう 、 介護予防の機会を提供し、 町民自ら

が継続していく 事が重要です。

また、 社会活動等、 役割を担うことで生きがいづく りに繋げることも 重要です。

［ 力を入れて取組むこと ］

健康・ 生きがいづく り 、 フレイル予防、 介護予防や重度化抑止など、 継続して支援します。

町民が相互に支え合う 場、 高齢者の出番や居場所を創出し 、 生きがいづく りを支援します。

重点目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

元気な高齢者の割合（ 要介護認定を受けていない高齢者の割合）（ 介護保険事業状況報告） 85 .1％ 8 7 .0 %

運動習慣（ ※） のある者の割合
（ ※）　（ 4 0 ～ 7 4 歳） 1 回3 0 分以上の軽く 汗をかく 運動を週2 回以上し ている。

（ 7 5 歳以上） ウォ ーキング等の運動を週1 回以上し ている。

（ 特定健康診査結果、 国保データ ベースシステム）

40 ～ 74 歳 2 9 .4 % 3 5 .0 %

7 5 歳以上 7 5 .2 % 7 7 .0 %

3 -3 　 誰も 取り 残さ ない地域共生社会の構築

［ 現状と 課題］

生活様式が多様化し 、近隣同士の関係も 希薄化していると いわれています。  ゆるやかな見守り、

声かけを促進し 、 誰も 取り 残さ ない環境をつく ること が必要です。

［ 力を入れて取組むこと ］

地域のサロン活動や居場所づく り など、 外出や交流の機会創出を支援します。 生活課題を抱え

る世帯が孤立しないよう 相談しやすい体制を充実さ せます。

重点目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

（ 社会福祉協議会）《 事業の周知と 利用促進を目的と し て》
様々な相談事業の利用延べ人数の人口割合【（ 人口割合） 年間相談数÷人口】

5 .0％ 7 .0 ％

地域の居場所づく り 活動の開催回数及び延べ参加人数（ 生活支援体制整備事業による通いの場） 2回/4 6人 1 2回/1 50 人
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関連する施策

施策 主要施策 主管課

3 1
健康寿命の延伸の
支援

3 11 健康づく り の推進
○こ こ ろと 体の健康づく り 促進
〇感染症（ 予防） 対策

町民課

3 12
地域の保健医療体制
の確保

○地域保健医療の確保・ 充実
〇救急医療体制の確保

町民課

3 13
国民健康保険事業の
運営

○国民健康保険事業の充実 町民課

3 14
後期高齢者医療事業
の運営

○後期高齢者医療事業の充実 町民課

3 2
地域共生社会の
構築

3 21
地域福祉の促進

（ 社会福祉協議会事
業）

○地域福祉の向上
〇地域での助け合いの促進

町民課
（ 社会福祉協議会）

3 22
総合的な相談
支援体制の充実

〇 行政内及び関係機関と の情報共有と 連携
の継続・ 促進

町民課

3 3 高齢者福祉の充実

3 31
介護予防と
生きがいづく り

○ 壮年期から の健康づく り 、 介護予防事業
等の充実

〇健康サポータ ーの養成、 関連事業の充実
〇町民の主体的な健康意識の向上
○ 地域・ 町民・ 行政・ 関係機関等の協働に

よる介護予防・ 生きがいづく り

町民課

3 32
住み慣れた地域で
暮ら せる環境づく り

○定期的な高齢者の実態やニーズの把握
〇地域での高齢者を見守る環境づく り
○日常生活を支える各種サービスの充実
〇在宅での生活の質の向上の支援

町民課

3 33
認知症の相談・
予防対策と 地域支援

○相談体制・ 予防対策の充実
〇知識の啓発・ 町民理解の向上
○ 認知症初期集中支援チームによる早期対

応

町民課

3 34 介護保険の運営 ○介護保険給付の適正化 町民課

3 35 介護者の支援
○家庭介護者の支援
〇介護用品購入費の支援等

町民課

3 4
障がい者福祉の
充実

3 41 地域生活の支援

〇個別の実情に応じ た相談支援
○就労支援等、 社会参加への支援
○ 地域活動支援センタ ーによる日中活動の

場の提供
〇地域で生活し やすい環境づく り

町民課

3 42 組織活動の支援
○ 障がい者やその家族などによる団体等の

自主的な活動の支援
町民課

3 43
障がい児支援と
療育体制の充実

○ 障がい児、 発達障がい等の相談や早期療
育の支援

○佐久圏域内自治体と の連携による支援

町民課
こ ども 教育課
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関連する個別計画

・ 立科町健康増進計画
・ 立科町国民健康保険保健事業計画・ 特定健康診査等実施計画
・ 立科町新型イ ンフ ルエンザ等対策行動計画
・ 立科町高齢者福祉計画・ 介護保険事業計画
・ 立科町障がい者福祉計画
・ 立科町障がい福祉実施計画
・ 立科町障がい児福祉計画
・ 立科町障がい者活躍推進計画、 立科町教育委員会障がい者活躍推進計画
・ 立科町自殺対策計画

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

健康づく り の推進
リ モート 相談・ SN S相談
健康情報の利活用

国民健康保険事業の運営 手続き のオンラ イ ン化

後期高齢者医療事業の運営 手続き のオンラ イ ン化

障がい児支援と 療育体制の充実 リ モート 相談・ SN S相談
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4

産業振興

基本目標： 地域資源と 人材が価値を生み出す産業のまちづく り

目指すゴール（ KGI）

人口と 地域経済とは密接に関わっています。 人口減少が経済縮小に連鎖しないよう 、他地域に比

べて優位な地域資源や人材を時代変化に対応しながら有効に活用していく 産業活動を支援します。

また、 インタ ーネット を介した仕事を受注する民間の体制を構築することで、 地域に外貨を引き

込むとともに多様な働き方を支援します。

全体目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

納税義務者一人当たり 課税対象所得
（ 市町村税課税状況等の調べ 総所得金額/納税義務者数）

2 ,9 5 0 千円 3 ,3 04千円

「 立科ブラ ンド の強化」 に対する町民の納得度
（ 総合計画に係る住民意識調査）

52 .4 % 55 .4 %
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

4 -1 　 農地・ 森林を有効活用し た経済の活性化

［ 現状と 課題］

担い手が高齢化し 、 農地の継承・ 集落機能の低下が課題と なっており 、 生産性と 付加価値の高

い農業を促進し 、 農地を保全する必要があります。 森林は多面的な機能を有する町の財産です。

適切な管理と 活用の好循環を創出する必要があります。

［ 力を入れて取組むこと ］

農業の担い手の確保と 育成に注力します。 また、農家の所得増加のための経営支援を行います。

地域の共同活動を支援し 、 農用地・ 水路等の保全活動を推進します。

森林を適切かつ効率的に管理し 、 木材・ 水資源の活用等、 様々な形での活用を促進します。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

遊休荒廃地面積（ 農業委員会農地パト ロール調査） 3 23 ha 3 00 ha

集落共同活動組織数（ 多面的機能支払活動組織） 9 組織 8 組織

森林整備面積（ 森林経営計画） 31 .4 ha 30 .0 ha

4 -2 　 地域を支える持続可能な商工業の振興

［ 現状と 課題］

経営者の高齢化、 後継者不足等により 経営の継続に向け、 商工会をはじめと する関係機関と 連

携し 、 後継者の育成等の経営支援が求められます。

［ 力を入れて取組むこと ］

商工業に活気が出るよう 、 後継者の育成に努め、 観光業も 含め商工業の振興を図ります。 県・

商工会と 連携し 、 事業の継続に向け、 事業継承や後継者のマッチング等の支援を行います。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

商工会会員数 2 73 2 78

4 -3 　 多様な働き方を生み出すテレワーク の推進

［ 現状と 課題］

町内で働ける職種の選択肢が少なく 、人材流出につながっていました。 そこで、社会福祉型テレ

ワークを推進し、 町外で働いていた方や子育て等で働けなかった方の雇用を生み出しています。

［ 力を入れて取組むこと ］

テレワーク推進事業の運営を振興公社へ移行し 、 運営体制を確立・ 強化します。 より多く の町民

が多様な働き方を通して社会貢献を果たすこと ができる体制を構築します。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

テレワーク 推進事業の登録ワーカ ー延べ数 114 人 1 40 人

振興公社への全業務発注件数 0件 10件
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4 -4 　 安定し た経済効果を生み出す観光の推進

［ 現状と 課題］

人口減少・ 高齢化により 、 国内需要が縮小していく なかで、 町の観光地も 時代や市場の変化に

対応する必要があります。

また、 施設の老朽化、 経営者の高齢化等が進行しており、 それら の新陳代謝の促進が求められ

ます。

［ 力を入れて取組むこと ］

従来の国内客に加えて、外国人観光客を受け入れられるよう 、中長期滞在プログラムの造成、誘

客プロモーショ ンを進めるため、 県や近隣市町村と 広域観光を推進します。

また、 スキー場も 含む、 観光施設の整備・ 維持管理に注力します。

重点目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

観光地利用者数（ 観光地利用者統計調査） 1 ,7 6 5 千人 2 ,0 00千人

スキー場来場者数（ スキー・ スケート 場利用者調査） 12 1 ,7 8 2 人 13 0 ,0 0 0 人

関連する施策

施策 主要施策 主管課

4 1 農業の振興

4 11 担い手の確保・ 育成
〇就農と 定着の促進
〇企業的営農組織や集落営農組織への支援

産業振興課

4 12 農業所得増加の支援

○農業形態ごと の支援施策の実施
〇農地の流動化の促進
〇省力化機器・ D X導入等の支援
○農産物の高付加価値化と 安定生産の支援
〇振興公社の支援

産業振興課

4 13
農村環境の保全と
農村の価値の発信

〇有害鳥獣対策の推進
〇遊休荒廃地対策の推進
〇農業施設の整備と 維持管理
○都市農村交流の促進

産業振興課

4 2 林業の振興

4 21
森林の適正な管理と
活用の促進

〇計画的な森林整備
〇森林管理のD Xの推進
〇 森林経営管理制度の活用による里山の森

林整備の推進
〇 森の里親制度の活用によるカ ーボンオフ

セッ ト の推進
○ 松く い虫など森林病害虫の被害拡大防止

対策の推進

産業振興課

4 22
森林の多面的な
活用の推進

○森林学習・ 林業体験活動の推進
○ 間伐材の利用や木質バイ オマスエネル

ギーの導入の促進
○陣内森林公園の施設管理と 活用の推進
〇水資源の有効活用

産業振興課

4 3 商工業の振興 4 31 中小企業の育成支援

○ 商工会等と 連携し た中小企業の人材育
成、 経営相談、 新規起業への支援

○ 商工会や商工業者で組織し ている各種団
体の育成と 活動支援

○制度資金の有効利用の促進
○ 経営者や従業者の資質の向上のための各

種研修会・ 講習会等の開催

産業振興課
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施策 主要施策 主管課

43 商工業の振興

43 2
雇用・ 労働環境の
充実

○町内企業の雇用拡大の支援
○勤労者福祉の向上
〇 社会福祉型テレワーク による人材育成と

雇用創出
〇振興公社の設置・ 運営

産業振興課
企画課

43 3 企業誘致の促進

○ 町内求職者の雇用促進を図るこ と ができ
る企業誘致の推進

〇企業のサテラ イ ト オフ ィ スの設置支援
○ 企業のオフ サイ ト ミ ーティ ングや開発合

宿の開催誘致
〇 テレワーク 可能な業種の起業人材の誘

致・ 支援

産業振興課
企画課

44 観光の振興

44 1
市場ニーズに対応し
た観光地の構築

〇 地域の強みを活かし た観光エリ アの形成
と プログラ ムの開発

〇観光施設整備と 維持管理
〇観光地全体の景観形成

産業振興課

44 2 観光情報の発信

○各種媒体を利用し た観光情報の発信
○ 誘客のための商談会参加、 キャ ンペーン

等の実施
○ 道の駅「 女神の里たてし な」 での観光情

報の発信

産業振興課

44 3 広域観光の推進
○ 近隣市町村・ 県と の連携による広域観光

の推進
産業振興課

44 4 スノ ーリゾート の推進 ○スノ ーリ ゾート エリ アの発展支援 産業振興課

45
立科ブラ ンド の
構築

45 1
地域資源の活用と
異業種交流の推進

○地域資源の掘り 起こ し と 活用の推進
○ 異業種交流による情報交換と 産業相互の

活性化の促進

産業振興課
企画課

45 2 立科ブラ ンド の推進

〇 道の駅「 女神の里たてし な」 を活用し た
地元農畜産物の紹介

〇観光地における地元食材の活用促進
○ふるさ と 寄附金返礼品の充実

産業振興課
企画課

関連する個別計画

・ 陣内森林公園マスタ ープラ ン
・ 立科町田園環境整備マスタ ープラ ン
・  中山間地農業ルネッ サンス事業に係る市町村将来ビジョ ン
・ 立科町農業振興ビジョ ン
・ 立科町農業振興地域整備計画
・ 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想
・ 立科町肉用牛生産近代化計画
・ 立科町山村等活性化ビジョ ン
・ 立科町森林整備計画
・ 特定間伐促進計画
・  地域再生計画（ 立科町どこ でも だれでも テレワーク 推

進事業計画）

・  導入促進基本計画（ 中小企業等経営強化法に基づく 導
入促進基本計画）

・ 創業支援等事業計画
・  地域再生計画（ 小規模自治体の多様な働き方モデル創

出事業計画）
・  地域再生計画（ アイ デアソ ンを起点と し た中小事業者

の稼ぐ 力向上支援と 関係人口創出事業計画）
・  地域再生計画（ 長野県U IJタ ーン就業・ 創業移住支援計

画）
・  地域再生計画（ 地方における時短就労を対象と し た自

営型テレワーク 推進事業計画）
・ 白樺高原地域整備計画

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

農村環境の保全と 農村の価値の発信 有害鳥獣捕獲の遠隔監視システムの導入

森林の適正な管理と 活用の促進 スマート 林業の推進（ GPSやド ローンの活用）

市場ニーズに対応し た観光地の構築 施設のオンラ イ ン予約

観光情報の発信 訪日外国人対応の外国語表記と デジタ ルサイ ネージ導入

立科ブラ ンド の推進 HPやSN Sを活用し た情報発信



40 第６ 次立科町総合計画40

5

建設・ 環境

基本目標： 快適で暮らし やすい生活環境を整えるまちづく り

目指すゴール（ KGI）

安全で便利な暮らし の実現は、 町民の共通の願いです。 生活基盤である上水道の安定供給、 汚

水の適正処理、公共交通の充実により 、町民の暮らしを支えます。 さらに、 町営住宅の建設等によ

り、住宅を確保します。 また、温暖化を抑止するために、ゼロカーボン（ 脱炭素化） を推進します。

全体目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

「 上下水道の整備」 に対する町民の納得度（ 総合計画に係る住民意識調査） 72 .7 % 75 .7 %

「 公共交通の整備」 に対する町民の納得度（ 総合計画に係る住民意識調査） 55 .8 % 58 .8 %

「 地球にやさ し いまちづく り の推進」 に対する町民の重要度
（ 総合計画に係る住民意識調査）

46 .4 % 51 .4 %
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

5 -1 　 おいし い水の安定供給と 上下水道の健全経営

［ 現状と 課題］

湧水による立科町の水は、清く 澄んだ「 おいし い水」 です。 しかし 、町の上下水道施設は設置か

ら年月を重ねており 、 この水を利用していく ためには、 適時の更新・ 修繕と 適切な管理が必要です。

［ 力を入れて取組むこと ］

温井配水池の更新をはじめ、上下水道施設の老朽化に伴う 大規模な修繕や更新を行うことで、施

設の健全化を図り「 おいし い水」 の供給と 、 環境に負荷をかけない排水処理を行います。

また、 収入確保と 経費節減により 、 事業の健全性を確保します。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

上水道事業の経常収支比率（ 水道事業会計決算報告書） 1 14 .7 % 1 00 % 以上

下水道事業の経常収支比率（ 下水道事業会計決算報告書） 10 0 .8 ％ 1 00 % 以上

5 -2 　 住宅環境の整備

［ 現状と 課題］

町の人口が減少していますが、 若者の定住や移住者の受入れに利用できる物件は限られており、

人口減少の抑制には、 住宅ストックの形成が必要です。

［ 力を入れて取組むこと ］

既存の町営住宅を適正に維持管理し 、町営住宅や宅地分譲を推進し、住宅のストックの形成に努

めます。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

町営住宅の入居率（ 政策的な空き部屋は除く ） 96 .4 % 1 00 ％

5 -3 　 公共交通の再編と 利用促進

［ 現状と 課題］

地域公共交通の運営は、 利用者の減少など厳し い状況でありますが、 高齢者等の交通弱者の交

通手段の確保のため、 運営、 維持をしていく 必要があります。

［ 力を入れて取組むこと ］

運行方式を「 定時定路型」 から「 デマンド 型」 へ、転換可能な路線から、予約による乗合方式と

することで効率的かつ利便性の高い移送手段を提供します。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

公共交通利用者数（ 地域公共交通計画） 14 ,6 7 3人 17 ,0 0 0 人

公共交通の利用者満足度（ 地域公共交通計画） 70 ％ 80 %
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5 -4 　 ゼロカーボンの推進

［ 現状と 課題］

わが国では令和3 2（ 2 0 50 ） 年までに、 段階的に脱炭素社会を実現することを目指しています。

当町においては、 ゼロカーボン宣言をし 、 CO 2削減に取り 組んでいますが、 更なる削減が必要で

す。

［ 力を入れて取組むこと ］

町の温室効果ガスの排出量を計画的に抑制するとと もに、 家庭・ 産業での排出量を抑制するた

めの再エネ利用、 廃棄物抑制、 省エネ等を推進します。

重点目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

町有施設のCO 2排出量（ 立科町地球温暖化対策実行計画） 1 ,8 6 2 t 8 6 2 t

関連する施策

施策 主要施策 主管課

5 1
上下水道の維持・
管理

5 11
おいし い水の安定供
給と 上水道事業の健
全経営

〇 施設の老朽化などに伴う 大規模修繕や更
新の推進による上水道の安定供給

〇 安全な水源・ 配水池の保全管理、 温井配
水池の更新

〇健全経営の推進

建設環境課

5 12
緊急時供給体制の
充実

〇災害時等の応急給水体制の整備
〇民間と の連携による緊急工事体制の確保

建設環境課

5 13
下水道事業等の健全
経営と 維持管理

〇 下水道施設の適切な維持管理・ 修繕・ 改
築更新の推進

○下水道事業の経費節減の推進
○広域での処理等による合理化の検討

建設環境課

5 2 住環境の整備

5 21
快適な住宅環境整備
対策の強化

〇住宅耐震化への補助
〇特定空家等への対策の実施
〇宅地分譲の推進

建設環境課
企画課

5 22
町営住宅の良好な居
住環境の維持保全

○既存町営住宅の計画的な維持管理
○町営住宅の新規建設

建設環境課

5 3
交通網の整備と
維持管理

5 31 計画的な道路整備
○町道の整備
〇国道・ 県道の整備促進の要望

建設環境課

5 32
協働による道路の
維持管理

○ 町道維持管理協定に基づく 住民協働によ
る道路・ 沿道景観の整備

建設環境課

5 33
冬期間における交通
網の安全確保

〇 道路凍結及び積雪による事故・ 交通障害
防止

〇地域住民の共助による除雪等の支援
建設環境課

5 4
公共交通の維持・
充実

5 41
公共交通の再編と
利用促進

〇デマンド 交通の導入と 継続的な運行改善
〇 タ ク シー利用補助等の交通弱者対策の実

施
〇 広域的な公共交通による近隣市町村への

移動の確保

企画課

5 42
観光を支える公共交
通の維持確保

〇観光地内の移動手段確保
〇 町外公共交通と スマイ ル交通の接続の確

保
企画課
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55
循環型社会の構築
と 身近な環境の
保全

55 1 ゼロカ ーボンの推進
〇再生可能エネルギーの導入の支援
〇 省エネルギー・ 環境に配慮し た暮ら し の

啓発
建設環境課

55 2
ごみの減量と 適切な
処理の推進

○一般廃棄物の減量化・ 再資源化の促進
○佐久平ク リ ーンセンタ ーの適正な運営

建設環境課

55 3
自然環境の保護・
保全

〇自然環境保全意識の向上
〇特定外来生物の拡散防止
○自然環境と 住環境の保護・ 保全

建設環境課

55 4
身近な環境の美化と
保全

○環境美化活動に取組む団体の支援
○不法投棄の防止
○景観の保全
〇 公害防止のための調査及び適切な措置の

実施

建設環境課

55 5
河川の整備促進と
管理

〇一級河川の整備の要望
〇準用、 普通河川等の協働による適正管理

建設環境課

関連する個別計画

・ 立科町水道事業基本計画
・ 立科町水道事業アセッ ト マネジメ ント
・ 立科町水道ビジョ ン
・ 立科町特定環境保全公共下水道事業計画
・ 諏訪湖流域関連立科町特定環境保全公共下水道事業計画
・ 立科町下水道事業業務継続計画（ BCP　 立科特環）
・ 立科町スト ッ ク マネジメ ント 実施方針
・ 農業集落排水事業 立科町地区 最適整備構想
・ 立科町生活排水処理基本計画
・ 立科町水道事業経営戦略
・ 立科町下水道事業経営戦略
・ 立科町空家等対策計画

・ 立科町公営住宅等長寿命化計画
・ 立科町耐震改修促進計画
・ 立科町個別施設計画（ 道路舗装）
・ 立科町橋梁長寿命化修繕計画
・ 立科町地域公共交通計画
・ 立科町一般廃棄物（ ごみ） 処理基本計画
・ 立科町災害廃棄物処理計画
・ 立科町一般廃棄物処理実施計画
・ 立科町分別収集計画
・ 立科町地球温暖化対策地域推進計画
・ 立科町地球温暖化対策実行計画（ 事務事業編）

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

おいし い水の安定供給と 上水道事業の
健全経営

配水池等ク ラ ウド 監視通報装置の利活用
自動検針システムの利活用
自動水質測定装置の導入及び利活用

公共交通の再編と 利用促進 デマンド タ ク シー予約システムの導入
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6

基本目標： コミ ュニティ が支える安心感と 魅力のあるまちづく り

目指すゴール（ KGI）

地域コミ ュニティ に対する町民の関心が低下傾向にありますが、 町の安心感と 魅力づく りを高め

る上で、 自治・ 協働は重要な基盤となるも のです。 高齢化や関係の希薄化等の現実を踏まえなが

ら、 町民が一体感を持てる機会や場を創出するとともに、 地域コミ ュニティ 活動の継続・ 継承を支

援します。 これら の再構築にあわせて、 移住・ 定住の促進を図り、 町の次世代の担い手を確保しま

す。

全体目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

社会増減（ 転入者と 転出者の差）
△2 8 .6 人

（ R1 ～ R5 平均）
3 .0 人/年

「 協働のまちづく り 」 に対する町民の重要度（ 総合計画に係る住民意識調査） 36 .6 % 41 .6 %

「 災害に強いまちづく り の推進」 に対する町民の納得度
（ 総合計画に係る住民意識調査）

68 .1 % 7 1 .1 ％

コミュニティ・ 防
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

6 -1 　「 住みたい・ 住み続けたい」 まちづく り の推進

［ 現状と 課題］

町の社会動態は、 過去5 年間を見ると 、 転出超過と なっており 、 目標の転出入の均衡状態には

到っておりません。 移住相談体制を構築したことで、 移住希望者は増加したも のの、 移住者からの

ニーズが多い賃貸住宅が少ないこと が課題です。

［ 力を入れて取組むこと ］

新たな移住者を受け入れるため、 移住促進住宅を建設する他、 住環境の整備を進めます。 新た

な移住者を呼び込むため、 関係機関と 連携して移住相談会等を実施し 、 移住希望者への情報提供

を行います。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

移住者捕捉アンケート による移住者数 52 人 60 人

分譲地の成約率（ 5 年間の平均） 62 .5 % 1 00 ％

6 -2 　 時代変化に対応し た地域コミ ュニティ 活動の推進

［ 現状と 課題］

高齢化に加え、 価値観の変化等により、 地域の行事や交流が減少しています。 町からの依頼事

項、 地域の自治活動のあり方等を再検討すべき時期を迎えています。

［ 力を入れて取組むこと ］

地域として一体感を感じれられる活動や行事が継続できるよう 支援し、活性化を図るとともに、協

働のまちづく りを推進します。 また、 行政から 地域への依頼事項や地域の活動への支援方法の検

討を進めます。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

がんばる地域応援事業実施件数 16 件 18 件

6 -3 　 全世代が集える複合施設の整備

［ 現状と 課題］

中央公民館等の更新にあわせ、複合施設の整備が予定さ れています。 多機能で居心地の良い施

設の整備が求められます。

［ 力を入れて取組むこと ］

当町に見合う コミ ュニティ のコア（ 核） と なる交流拠点施設を整備することにより 、 全世代が利

用できる空間と サービスを目指します。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

複合する施設の利用団体数　 ※複合後も 利用団体数を維持 37 維持
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6 -4 　 地域の連携による災害に強いまちづく り の推進

［ 現状と 課題］

自然災害が多発化・ 激甚化しており 、 当町も いつ被災するかわからない状況にあります。 万一の

災害に備えて、 防災・ 減災の準備と 想定を強化する必要があります。

［ 力を入れて取組むこと ］

消防団活動の支援に引き続き取り 組みます。 また、 情報提供、 避難訓練等により 町民の防災意

識の高揚を図り、 地域で防災活動を展開できるよう 自主防災組織の設立と 活動支援を行います。

重点目標 実績値
令和5 年度

目標値
令和1 1 年度

自主防災組織の組織化数 5団体 8団体

関連する施策

施策 主要施策 主管課

6 1
移住・ 定住と 関係
人口拡大等の促進

6 11 移住・ 定住の支援

〇 多様化する定住・ 移住希望者のニーズに
応じ た支援の充実

○ 空き 家バンク 登録物件の充実と 空き家の
活用促進

○ 奨学金返還補助制度による若年層の移
住・ 定住支援

〇 関係機関と 連携し た男女の出会いの機会
の創出支援

○ 地域おこ し 協力隊の戦略的な採用と 活用
及びその後の定住支援

〇移住定住促進住宅の建設
〇宅地分譲の推進（ 再掲）

企画課
建設環境課

6 12
交流による関係
人口の増加の推進

○大学等の教育機関と の連携強化
○学生等への地域協働活動等の推進
〇友好都市と の交流・ 連携の推進

企画課
産業振興課

6 2
協働のまちづく り
の促進

6 21 住民参画機会の充実 〇まちづく り への住民参画の機会の充実 企画課

6 22
まちづく り 活動を
行う 団体の支援

○ まちづく り 活動を行う 団体への支援と 連
携の推進

企画課

6 23
地域コ ミ ュ ニティ
活動の活性化の支援

〇 地域コ ミ ュ ニティ への加入・ 協力の必要
の啓発

〇 地域コ ミ ュ ニティ 活動への補助・ 助成に
よる支援

〇 地域担当職員制度による地域コ ミ ュ ニ
ティ への支援

〇 町民が集えるイ ベント の開催による一体
感の醸成

〇区等への依頼事項のスリ ム化の検討

企画課
社会教育課

総務課

6 3
地域づく り の拠点
施設の整備

6 31
全世代が集える
複合施設の整備

〇複合施設のあり 方の検討
企画課

社会教育課
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施策 主要施策 主管課

64
防災・ 減災対策と
日常の安全確保の
支援

64 1
消防体制と 施設の
整備

○消防団活動への支援
○ 消防施設の計画的な整備・ 更新・ 改修等

の推進
総務課

64 2
危機管理の強化と
災害への体制づく り

〇 災害時の情報確保、 各機関と の連携等、
防災活動体制の整備

〇町民の防災意識の高揚
〇 避難所等で使用する防災資機材及び備蓄

品の確保
〇防災情報を伝達するシステムの維持管理

総務課

64 3 交通安全の促進

〇安全な道路交通環境の整備
〇 交通事故多発地点や交通危険箇所におけ

る交通安全施設の整備
○ 交通安全協会等関係団体と 協力し た教室

等の開催

総務課

64 4
防犯と 消費者保護の
推進

〇防犯の推進
〇消費者保護の推進

総務課
町民課

65
温泉館「 権現の湯」
の充実

65 1 温泉館の安定運営

〇経費の縮減と 更なるサービスの向上
〇 健康づく り ・ 観光振興等と 連携し た利用

促進
○安ら ぎと 交流の場の提供

企画課

関連する個別計画

・ 立科町地域防災計画
・ 立科町水防計画
・ 立科町災害廃棄物処理計画
・ 立科町耐震改修促進計画
・ 立科町国土強靭化計画
・ 地域再生計画（ 長野県U IJタ ーン就業・ 創業移住支援計画）

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

地域コ ミ ュ ニティ 活動の活性化の支援 回覧文書等の電子配信

危機管理の強化と 災害への体制づく り 防災情報伝達システムの維持管理と 効果的な活用
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7

行財政

基本目標： 未来につなぐ効果的・ 効率的な行政運営

目指すゴール（ KGI）

町の人口と 行財政は縮小していく 見通しにあります。 縮小期に適した行政経営を行う ため、 計画

行政を一層進めるとともに、財政の健全性を維持し 、人口減少下でも 持続可能で質の高い暮らしが

できるまちづく りを進めます。

また、 D Xを有効活用し 、 行政の効率化と 町民の利便性向上を両立さ せていきます。

全体目標
実績値

令和5 年度
目標値

令和1 1 年度

立科町が「 住みよい」「 まあまあ住みよい」 と 回答する住民の割合
（ 総合計画に係る住民意識調査）

79 .2 % 維持

「 デジタ ル化の推進」 に対する町民の納得度　（ 総合計画に係る住民意識調査） 51 .8 % 54 .8 %

「 たてし なび」 を活用し た情報発信の満足度
（ 次回の総合計画に係る住民意識調査に追加）

なし 70 ％
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プロジェ ク ト と 重点目標（ K PI）

7 -1 　 計画的で効果的な行政運営

［ 現状と 課題］

現代は先行きが見えない時代であり 、 行政の資源も 潤沢ではありません。 より 効果的・ 効率的

に行政を経営すること が求められており 、 一層の戦略性・ 計画性が求められる状況にあります。

［ 力を入れて取組むこと ］

行政の資産を有効活用するとともに、 庁内及び関係機関と の連携を図り、 重要な施策に資源を

集中さ せることで、 成果を生み出していきます。

重点目標 実績値
令和5年度

目標値
令和1 1 年度

重点目標指針の達成率 37 .7 % 4 2 .7 %

7 -2 　 D X推進による行政と 地域活動の効率化

［ 現状と 課題］

行政ニーズの多様化や職員のなり 手不足に対応するため、 生産性や効率性を高める手法として

D Xが注目さ れています。

［ 力を入れて取組むこと ］

行政手続きのオンライン化、 キャッシュレス決済等、 町民の利便性向上と 省力化を図ります。

また、 行政事務や情報発信において、 デジタ ル技術を活用し 、 効率化と 町民の利便性向上を図

ります。

重点目標
実績値

令和5年度
目標値

令和1 1 年度

行政手続きのオンラ イ ン化し た手続数
（ 地方公共団体における行政手続に係るオンラ イ ン利用状況調査）

29 件 35 件

情報配信「 たてし なび」 のアプリ 版の登録者数 1 ,1 56 人 1 ,5 0 0 人

7 -3 　 健全財政の維持

［ 現状と 課題］

町の財政運営は、 令和5（ 2 0 23 ） 年度決算において、 地方債の現在高、 公営企業債等の繰入

見込額と いった、 将来負担額に対し 、 基金等の充当可能財源等が上回るとともに、 健全化判断比

率では、 実質公債費比率（ ※） が8 .0 % と なり 、 健全な財政運営を維持しているも のの、 今後、 公

共施設の老朽化に伴う 更新等により増加する可能性があります。
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［ 力を入れて取組むこと ］

自主財源及び新たな財源確保に向けた施策を積極的に講じるとともに、 国県補助金の活用や有

利な地方債の借り 入れを検討するなど、 将来を見据えた財源確保に努めます。

重点目標 実績値
令和5 年度

目標値
令和1 1 年度

健全化判断比率（ 実質公債費比率） 8 .0 ％ 1 5 .0 % 以内

※  実質公債費比率は、 自治体が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の、 標準財政規模から 元利償還金等に
係る基準財政需要額算入額を控除し た額に対する比率です。 借入金（ 地方債） の返済額及びこ れに準じ る額の大き
さ を表す指標で、 資金繰り の程度を示すも のであり 、 実質公債費比率が18 ％以上の団体は、 起債にあたり 制限を
受けるこ と になり ます。

関連する施策

施策 主要施策 主管課

7 1
効率的・ 効果的な
行政運営

7 11
適切な土地利用の
推進

○ 自然環境、 町の特性等に配慮し た土地利
用の促進

○地籍図根点の保存と 復元

企画課
総務課

7 12
広報と 情報公開の
推進

〇 広報、 出前講座、 ホームページ、 SN S等
を活用し た行政情報の提供

〇公文書公開制度の周知
企画課

7 13
効率的・ 効果的な
行政の推進

〇 総合計画等の主要計画の効率的・ 効果的
な運用

〇事務事業の効率化

企画課
総務課

7 14
広域行政・ 共同事務
の推進

○共同事務の運営 総務課

7 2
組織活性化と 採用・
育成の強化

7 21
職員の人材育成と
確保

〇弾力的な職員採用
○職員の人材育成研修の実施

総務課

7 22
計画的・ 効率的な
組織運営

〇適正な人事管理による効率的な組織運営
〇 職員研修の充実による職員の意識改革と

サービスの質の向上

総務課
企画課

7 3
行政D Xの推進と 地
域D Xの支援

7 31
行政D X・ 地域D Xの
推進

〇行政サービスの利便性向上の推進
〇行政の業務改革の推進
〇地域課題の解決へのデジタ ル技術の活用
〇地域情報通信基盤の維持管理

企画課

7 32
安全な情報利用の
推進

○個人情報の取り 扱いに関する啓発
○ 個人情報保護法の適正な運用と 情報セ

キュ リ ティ 対策の推進
企画課

7 4
健全で持続可能な
財政運営

7 41
健全な財政基盤
づく り

〇自主財源の確保
〇収納率の向上
〇 適正な起債・ 基金の管理と 適正な基金の

確保
○ふるさ と 寄附金制度の積極的な活用

総務課
企画課
会計室

7 42
公有財産の適正な
管理及び有効利用

〇 公有財産の適正管理と 長寿命化や更新、
統廃合等の実施

〇別荘等貸付地の適正管理と 有効利用
総務課
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関連する個別計画

・ 国土利用計画（ 立科町計画）
・ 蓼科・ 中尾辺地に係る総合整備計画
・ 立科町公共施設等総合管理計画
・ 立科町過疎地域持続的発展計画
・ 立科町公共施設個別施設計画

D X事業の対象と する施策

主要施策 想定するD X事業

広報と 情報公開の推進
たてし なびの活用
SN S等を活用し た行政情報の提供
チャ ッ ト ボッ ト の活用

計画的・ 効率的な組織運営 デジタ ル化に対応するための職員研修、 人材育成の推進

行政D X、 地域D Xの推進
行政手続きのオンラ イ ン化の推進
書かせない窓口手続の推進
キャ ッ シュ レス決済の推進
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現在実施し ているDX 推進事業について

■ デジタル田園都市国家構想交付金事業の活用
当町が交付金を活用し 推進し ているD X事業は次のと おり です。 各施策と 併せて評価を行いま

す。

主要施策 D X事業 指標 目標値

広報と 情報公開の
推進

【 令和4 年度】
情報配信サービスプラ ッ
ト フ ォ ーム構築事業（ た
てし なび）

【 アウト プッ ト 指標】（ 令和6年度末）
たてし なび アプリ ダウンロード 数（ タ ブレッ ト 版を
含む）

【 アウト カ ム指標】（ 令和6年度末）
利用満足度

3 ,5 00 回

70 %

【 令和5 年度】
AIチャ ッ ト ボッ ト
導入事業

【 アウト プッ ト 指標】（ 令和7年度末）
1  チャ ッ ト ボッ ト へのアク セス数（ 月平均）
2  チャ ッ ト ボッ ト で問合せが完了し た件数（ 月平均）
3  職員の電話対応件数

【 アウト カ ム指標】（ 令和7年度末）
1  利用者満足度

60 回
42 回
3 ,8 0 0 回

70 %

行政D X、 地域D X
の推進

【 令和5 年度】
書かせない窓口システム
構築事業

【 アウト プッ ト 指標】（ 令和7年度末）
1  利用者件数
2  転入届受付処理に要する時間（ 滞在時間の削減）

【 アウト カ ム指標】（ 令和7年度末）
1  窓口サービスの満足度

42 0件
11 分

4 .5 %

【 令和5 年度】
行政窓口キャ ッ シュ レス
化推進事業

【 アウト プッ ト 指標】（ 令和7年度末）
キャ ッ シュ レス決済比率

【 アウト カ ム指標】（ 令和7年度末）
利用者満足度

15 %

70 %

多様な働き 方を
生み出すテレワーク
の推進

【 令和5 年度】
地方における時短就労者
を対象と し た自営型テレ
ワーク 推進事業（ 広域連
携の取組み： 塩尻市、 安
曇野市、 大町市、 立科町、
新潟県糸魚川市）

【 アウト プッ ト 指標】（ 令和7年度末）
1  自営型テレワーク で収入を得た人数
2  ク ラ イ アント から の年間受注金額
3  本事業に係る年間当期純利益
4  本事業モデルを新たに採用し た自治体数

※広域連携の合計です

23 7人
26 8百万円
10 百万円

農村環境の保全と
農村の価値の発信

【 令和6 年度】
檻わな遠隔監視操作・ 自
動捕獲システム導入事業

【 アウト プッ ト 指標】（ 令和8年度末）
1  有害鳥獣（ ニホンジカ 等） の捕獲頭数
2  猟友会員のアプリ ダウンロード 数

【 アウト カ ム指標】（ 令和8年度末）
1  わなの見回り 回数
2  利用者満足度
3  農業被害額

40 頭
15 人

4回
4ポイ ント
1 ,7 0 0 千円


